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は じ め に
企業は, 環境 (市場・社会) に対して開かれたオープン・システムである｡ すなわち, 企業は
環境に制約されながら, 環境との相互作用の中で目的を達成しようとする｡ このためには, 企業
が環境に対して自己組織化しながら持続的発展を保証するような組織変革が求められてくる｡ と
りわけ, 近年の不確実性が高い環境下において, 経営者が環境変化を認識しながら, 的確に ｢脅
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プロセスを再設計 (リエンジニアリング) することで, 現場の管理者に権限委譲させ, 現場の従
業員が自律的かつ能動的に活動できるような水平的コーディネーション型の組織構造へとシフト
している｡ このことにより, 環境変化に対して迅速かつ主体的に対応できる組織ならびに, 組織
成員の活動を保証しているのである｡
このような環境適応を目指す組織変革において, 組織成員 (とりわけトップ経営者) が環境を
認知し組織を変革・再構築するには, 組織内部の諸要素や外部環境との相互関係を把握すること
が重要であり, かつ変革へのビジョンを提示し, それを遂行する大胆なリーダーシップが求めら









の本質であるとされる (東, 2003)｡ この変革型リーダーシップ論では, 環境不確実性に対応し
た組織変革を成功へと導くためリーダーの行動に焦点が当てられている｡ つまり, リーダーのな
すべき行動がプロセスとして提示されており, 組織にビジョンを提示しながら, 他者を導き, 動
機付けながら, 組織変革を達成することがリーダーシップの中核の行動となると指摘されている｡
Tichy (1983) によれば, ｢リーダーシップ・エンジン｣ という概念を提示しながら, リーダー
があらゆる階層に存在しなくてはならず, 組織の全階層で, 人々がアイデア, 価値観, エネルギー
をもって, すばやくかつ適切に意思決定を下し, 行動するように動機づけ・導くことがリーダー
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のコーポレート・ガバナンスのあり方について, 取締役会機能を中心について考えていくのであ
る｡ なお, 本研究では, 取締役会機能について, 経営者に対する既存のコントロールとコラボレー
ション機能に依拠したガバナンス・アプローチが変革型リーダーシップ論においては限界があり,
両者のパラドックス関係 (Sundaraurthy and Lewis, 2003 ; 西, 2004) を包摂したガバナンス









を根底にしながら, リーダーのもつべきパーソナリティや社会的, 心理的, 知的特徴をあげ, 検
討していくのである｡ とりわけ, 人格力 (Referent Power), (地位に伴う) 正当な力 (Legiti-
mate Power), 報酬力 (Reward Power), 専門力 (Expert Power), 強制力 (Coercive Power)
などのようなパワーの源泉からリーダーシップの効果を考察することが多かった (French and
Raven, 1959)｡ しかし, この資質理論は, リーダー資質と集団の目標達成度の関係性の弱さや
そもそもリーダーの資質自体が先天的なものであったり, 特定の個人だけに固有のものだけであっ
たために, 応用可能性が極めて小さいことに限界が存在していた (東, 2005)｡
第 2に行動理論があげられる｡ 1940年代後半にオハイオ州立大学のグループは, 職場のリー
ダーの行動を部下に対して質問することにより調査し, ｢構造作り (initiating structure)｣ と
｢配慮 (consideration)｣ という 2つの因子からリーダーシップ行動が構成されていることを明
らかにした｡ ｢構造作り｣ とはリーダーが目標達成を目指すなかで, 自分と部下の役割を定義し
構築することをいう｡ もう一つの ｢配慮｣ とは, 部下と相互に信頼しあい, よりよい人間関係を
維持しようという行動である｡ オハイオ州立大学の研究とほぼ同時期にミシガン大学の調査セン
ターで行われたリーダーシップ研究も ｢生産志向 (production oriented) 型｣ と ｢従業員志向
(employee oriented) 型｣ との 2次元にたどり着き, また日本の三隅 (1978) による PM理論も,
P＝ ｢業績 (performance)｣, M＝ ｢維持 (maintenance)｣ という 2つの次元によるリーダーシッ
プの解明を目指した｡ この三隅の議論における P機能は, 仕事の効率や生産性を高める機能で
あり, 集団の目標達成に貢献するリーダーシップ行動である｡ M機能とは, 集団や組織の中で
生じた人間関係の過大な緊張を解消し, 対立・抗争を和解へと導き, 激励と支持を与え, 少数者
に発言の機会を与え, 自主性を刺激し, 成員相互依存性を増大していくリーダーシップ行動であ
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る｡ このように行動理論にもとづくリーダーシップ研究の貢献は, 複雑で多様なリーダーの行動
のうち, 効果的なリーダーシップを ｢構造作り (initiating structure)｣ (業績志向) と ｢配慮








(Contingency approach of leadership) が 1960年代後半より台頭してきた｡ Fiedler (1967)
は, リーダーシップの理想型が存在するのではなく, リーダーの行動の有効性は,リーダーのお
かれた環境条件によって大きく左右されるのである｡ さらに, リーダーシップが発揮される個々
の状況は, 第 1にリーダーが組織の他のメンバーに受け入れられる度合い (LPC＝Least Pre-
ferred Coworkerであらわされる), 第 2に課題の明確さ, 第 3にリーダーがアメとムチを通じ
て部下をコントロールする権限の強さの 3つの変数で決まると定義した｡ これらの 3つの変数が
高い状況にある場合は, リーダーにとって有利な状況であり, 逆にすべて低い状況になればリー
ダーシップを発揮することが困難な状況となる｡ Fiedler (1967) による発見は, LPCが高い場
合と低い場合, すなわち, リーダーにとって状況がとても好ましい場合と正反対に非常によくな
い場合には, 部下をぐいぐい引っ張っていくような仕事指向の ｢構造作り｣ 型のリーダーが有効
となる｡ それに対して, 状況がリーダーにとって好ましいとも好ましくないともいえない LPC
が中程度の場合, 対人関係指向のリーダーが効果的となったことである｡
しかし, こうした研究成果も Kerr and Jermier (1978) による ｢リーダーシップの代替的ア
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12 変革型リーダーシップの議論









Burns (1978) は, リーダーシップを ｢交換型リーダーシップ (transactional leadership)｣





ある｡ これは, 既存のリーダーシップ理論 (資質論・行動論・コンティンジェンシー理論) のア
プローチにおけるリーダーとフォロワーの関係に基づいている｡ つまり, リーダーとフォロワー
に間には, 社会的交換あるいは, 経済的交換関係が成立しており, 両者の関係の均衡を図ること
が効果的なリーダーシップにおいて求められるのである｡







Burns (1978) の研究をさらに発展させたのは Bass (1985, 1990, 1998) である｡ 彼は, Burns
の交換型リーダーシップ (transactional leadership) と変革型リーダーシップ (transforma-
tional leadership) の区分に沿って両者を検討している｡ そして, 交換型リーダーシップと変革
型リーダーシップは相対立するものではなく, フォロワーの努力を引き出すために並存するとし
ている｡ Bass (1990) は変革型リーダーシップと交換型リーダーシップの相違点を検討し, それ
ぞれにおけるリーダーシップの構造について明らかにしている｡ 変革型リーダーシップの 3つの
要因としては, カリスマ (charisma), 個別的な配慮 (individualized consideration), 知的な
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刺激 (intellectual stimulation) をあげている｡ また交換型リーダーシップの要因として, 随
伴的報酬 (contingent reward), 例外による管理 (management by exception) をあげてい
る｡ そして後の研究 (Bass, 1980) では, これら要因に加え変革型リーダーシップには鼓舞 (in-
spiration), 交換型リーダーシップにはレッセフェール (laissez faire) が加わっている｡
変革型リーダー要因とおよび交換型リーダー要因の特徴
変革型リーダー (transformational leader)




・知的な刺激 (Intellectual Stimulation)：知識, 合理性, 丁寧な問題解決を促進する｡





・例外による管理 (能動的) (Management by Exception [activel])：ルールや基準からの
逸脱の監視や探索し, 修正な行動を実行する｡
・例外による管理 (受動的) (Management by Exception [passivel])：基準が満たされな
い場合のみ介在する｡
・レッセフェール (Laissez-Faire)：責任を退く, 決定することを回避する｡
Conguer and Kanungo (1988) は, こうした Burns (1980) による変革型リーダーの特徴を
｢カリスマ性｣ の源泉としての行動に注目している｡ つまり, フォロワーを動機付けるべく, リー
ダーが ｢カリスマ性｣ を備えるには次の 3つの段階が必要であるとしている｡ 第 1に ｢現状を評
価する段階｣ であり, この段階でどのような資源が必要となるのか, またフォロワーの欲求と満
足度の評価を行う｡ 第 2に ｢目標を形成する段階｣ であり, ビジョンを提示することによりフォ
ロワーを目標達成へと巻き込む必要がある｡ 第 3にビジョンを達成する強い態度をリーダーが示
すことである｡
とりわけ, こうしたビジョンを創出・提示し, ビジョン遂行に必要なやる気を引き出す ｢変革
型リーダー｣ の姿勢を考えた場合, Tichy (1983) によれば, 抜本的な組織改革において有効と
なるという｡ つまり, リーダーが現実を直視し, 現実の環境をありのままに認知し, 適切な対応
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出所：Bass (1990), p. 22より一部修正
東 (2005), p. 131.
策をとることである｡ 次の段階は, 変革に向けた新しいビジョンの創設であり, フォロワーのコ
ミットメントを引き出すことがリーダーの役割となる｡ そして, 第 4に, 技術的システム (経営
資源の組織化), 政治的システム (従業員にやる気を起こさせるために権力, 影響力, 報酬をど
のように使うか) 文化的システム (従業員を結束させる規範と価値観) を再構成し, 変革を確固











る損失やあるいは, 変革しないことで利益が保たれる場合がある｡ 実際に, 組織変革を計画し実
行するためには, 多くの時間やエネルギー, 組織への多大なる負担を課すことになる｡ そのため,
長期的に温存すべき経営資源を, 組織変革によって過剰に消耗した結果, かえって組織の衰退を








and Tushman (1985) は, こうした組織変革を説明するモデルとして, 断続均衡モデル (punc-
tuated equilibrium model) を提唱している｡ 断続均衡モデルにおいて, 環境の変化に対して,
組織は絶えず変革を繰り返していくのではなく, 組織は急進的に変革する段階と変革の度合いが
漸進的で停滞する段階をとおして, 組織は成長していこうとするのである｡ つまり, 急激な環境
変化あるいは, 環境が不安定な時期には, 組織にも抜本的な変革が求められる｡ Romanelli and
Tushmanは, このような変革を不連続変革と呼んでおり, 急激な環境変化に合わせるため, 新
しい戦略・新しい課業・新しい公式組織などを生み出していくのである｡ 他方, 安定期における
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小さな変化を漸進的成長としており, 絶え間ない改善, 調整, 修正を加えながら, 問題を解決し
より効率的な運営を図るプロセスであるとしている｡ つまり, 業績不振や市場シェアや競争優位




Romanelli and Tushman (1985) は, 企業が継続的に成長していくためには第 1次変化 (漸進
的成長) と第 2次変化 (不連続的変革) の 2段階の変化があることを明らかにしたのである｡ な
お, 第 1次変化 (漸進的成長) から第 2次変化 (不連続的変革) への変革において, リーダーが
既存の組織パターンや戦略の枠組みについての正当性や前提を意識的にゆるがし, 意図的に組織
不均衡状態を作り出すことも求められてくる｡
Kerber and Buono (2005) や Roach and Bednar (1997) は, Romanelli and Tushman
(1985) のモデルにおける第 2次変化の不連続的変革の段階をさらに, 2つのレベルの変化に分
類している｡ 第 1レベルには再組織化やサブ・システムの変革が該当し, 第 2レベルは, 信条・
価値や組織のサブ・システム間の相互関係の変更が含まれている｡ このレベルでは, 組織におけ
る価値・風土などの変革という深い次元での変化が生じるのである｡ Romanelli and Tushman
(1985) に基づく Kerber and Buono (2005), Roach and Bednar (1997) の研究から, 組織変
革の過程には, 第 1次変化である漸進的成長, 第 2次変化には組織構造やサブ・システムの変革
のレベルと信条・価値などの組織前提の変革から構成される不連続変革が起きることを看取する
ことができる｡
このような組織変革における実際にどのように行われるかに関して, Kerber and Buono
(2005) は組織変革が遂行される 3つのプロセス 指令的変化 (Directed Change), 計画的変
化 (Planned Change), 誘導的変化 (Guided Change) から指摘している｡ 指令的変化と
は, 組織のトップによる権威・命令から生じるものであり, 組織の成員に対して現在の状況に対
する論議を呼び起こし, 変革を受け入れるよう論理的あるいは, 共感により説得を行うのである
(図 1参照)｡ しかしながら, 指令的変化では, トップ・ダウンにより迅速で決定的な組織変革を
試みるために, 不適切に実行されると組織成員より変革の受け入れを拒否されたり, 表面上だけ
で受け入れをする危険性がある｡
計画的変化とは, 経営者が変革を計画し, 遂行する際に組織成員を関わらせたり, コミットさ
せるプロセスである｡ Kerber and Buono (2005) によれば, この計画的変化は, Lewin (1947)




力し, 組織が環境適応型へと移行していくのである｡ 再凍結段階で, 新しい行動パターンや価値
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観が組織成員に固定化するのである｡ Kerber and Buono (2005) による指令的変化では, トッ
プ経営者が組織成員に対して既存の価値や考え方を ｢説得的コミュニケーション (persuasive
communication)｣ によりゆさぶるので, この変化は解凍段階と大きく関係してくる｡ 計画的変
化が重要となるのは, 組織成員に行動パターンや価値観を創造し, 変革を行い, 組織成員に ｢新
しい変革｣ を定着させる移行段階・再凍結段階においてである｡ 計画的変化では, 経営者が組織
成員に対して, 価値観や行動パターンを含め, どのように変革していくのかについての ｢ロード
マップ｣ を提示する｡ この ｢ロードマップ｣ により, その方向へ組織成員を導き・コミットさせ
るだけではなく, 組織成員やステークホルダーに対して変革への役割や責任を明確化し, 付与す
るのである｡ 結果として, このことが組織における ｢慣性｣ をゆるがし, 組織成員からの変革へ
の抵抗を緩和するのと同時に, 新しい行動パターンや価値観を組織成員やステークホルダーに固
定することにつながる｡ 確かに, 計画的変化において, 抜本的な組織変革・転換が実行されるた





の関与が促進され, 効果的に変革プロセスが遂行されることとなる (図 2参照)｡
誘導的変化とは組織成員が組織の目的や前提を理解した上で, 成員のコミットメントから創発
的に生じてくるものである｡ トップだけではなく, 様々な組織成員が変革プロセスに携わり, 変
革を伸長させ, その効果を向上させようとする｡ すなわち, 組織において様々な階層の組織成員
が有機的に変革を創発し, 進展させ, 既存の組織実践を再構成し, 新しい価値観や観点を試みよ
うとするのである (Kerber and Buono, 2005)｡ ここで重要なのは, 変革の担い手がトップ経営






出典：Kerber and Buono (2005), p. 26
者から組織成員へと移行し, 組織成員が自律的かつ主体的に変革を遂行していきながら, 組織成
員が変革への学習 (learning) や即興 (improvision) を行うことである｡ とりわけ, 即興とは
｢物的・認知的・感情的そして社会的資源を利用して, 組織および/あるいはメンバーによる,
行為を展開しながらの行為の考案｣ (吉田, 2005) と定義され, 行為をしながらその計画が練ら
れ, その計画が行為に頻繁に反映されるという ｢実行と考案の同時性｣ が加味されていることを
意味する｡ 言い換えるならば, 組織成員が現場レベルで自律的に事業や能力を再構築し, 変革を
深化させていくのである｡ このように, Kerber and Buono (2005) によれば, 誘導的変革は,





Kerber and Buono (2005) による指令的変化, 計画的変化, 誘導的変化は, 組織が漸進的成
長から非連続的成長段階に至る過程において生じてくる｡ 企業の既存戦略とその背後にある価値




的に成されることとなる｡ また, 変革も当初はトップ経営者が担い手となるが, 計画的変化・誘
導的変化になるにつれて, 様々な組織成員や組織境界に位置する多様なステークホルダーが関与
し, 変革を起こしていくのである｡
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変化の確認
図 2 計画的変化のロードマップ








Kerber and Buono (2005) によれば, 上記の指令的変化・計画的変化・誘導的変化のうち,
組織の複雑性 (business complexity) や社会・技術の不確実性 (socio-technical Uncertainty)
の程度により, どの変化が有効・適切となるかが決定されるという｡ 組織の分化の程度, 組織規
模, 地理的分散, 製品・サービスの種類, 技術の多様性などが組織の複雑性の要因として含まれ
ている｡ また, 組織の部門や部署の資源依存性や相互関係性の結合度合いも複雑性の要因となる｡











を活用しながら, 目標や方針を設定することによる計画的変化が適切となってくる｡ 逆に, 社会・
技術の不確実性が高い場合には, 環境適応のための変革方法が把握できておらず, 予め目標を設
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図 3 誘導的変化のスパイラル














より能率的な変革をもたらすことになる｡ しかし, 組織の不確実性 (図 4の縦軸) が高まるにつ
れて, 変革する組織構造や組織領域が広範囲に渡ることになり, 既存の変革パターンよりも新し
い変革への道筋や計画を創造・提示することが必要になる｡ つまり, 変革が広範囲のため, 既存
のパターンを変更し統合的なビジョンを提示しないと, 変革が局所的なものとなったり, 変革の
遂行が阻害されたりするのである｡ また, 社会・技術の不確実性 (図 4の横軸) が高くなると,





知識を組織成員が即時に立案・動員することが重要となるのである (Kerber and Buono, 2005)｡
このように, 組織の不確実性と社会・技術の不確実性の程度が高くなるにつれて, 指令的変化か
ら計画的変化, 誘導的変化へと効果的な変革パターンが移行していく (図 4参照)｡
Kerber and Buono (2005) は, 変革アプローチの選択が, 組織の複雑性と社会・技術の不確
実性により決定されると述べているが, こうした選択を導く 2 つの流れ：変革する能力
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図 4 組織の複雑性と社会・技術の複雑性が変革パターンに与える影響














(Change Capacity) と緊急性 (Urgency) が存在すると指摘している｡ 変化する能力とは, 第 1
に変革への責任をもつ意思と能力, 第 2に変革を促進する支援的なインフラの整備, 変革に必要
となる資源から構成されている｡ 言い換えるならば変革する能力では, リーダーはこの 2つの流
れを通じて, 変革の意図と内容を組織成員や関係者間のコミュニケーションを促進する分権化さ
れた組織構造とプロセスを構築することである (Fields, 2007)｡ 変革の担い手は, 戦略を策定
するトップ・マネジメント・レベルだけではなく, 戦略を遂行するミドル・マネジメントやロー
ワー・レベルでのマネジメントにおける参加者や (命令の) 受容者層のすべてのレベルにおいて
存在している｡ 分権化された組織構造とプロセスが, トップ, ミドル, ローワーのマネージャー
が柔軟に環境に対処し, 変革を促進するための支援的なインフラとなるのである｡ このことは,
河合 (1999) の提唱する複雑系リーダーシップの概念と整合的である｡ 河合 (1999) は, 業界構
造の変化 (技術革新や規制緩和, グローバリゼーションによる) と消費者ニーズ (多様性と浮動
性による) 2つの環境不確実性の増大を指摘した上で, こうした環境に適応することは, トップ
やミドルの連携が必要であるとしている｡ つまり, Kerber and Buono (2005) が主張する変革
する能力は, 河合 (1999) による 『｢拡張された自己組織化パラダイム｣ に由来する ｢創発性｣




緊急性とは, 組織が (緊迫した) 問題に直面し, その問題を迅速に対処するための変革アプロー
チである｡ つまり, 既存の変革アプローチでは通用せず, 組織変革の前提や価値観を大きくゆる
がす劇的な環境変化が起きた場合, 組織成員による環境への創発的対応では, 既存の価値観・パ
ラダイムに支配されているため, 適切な環境適応が行えず組織の機能が不全に陥る危険性がある｡





設定・管理し, (変革に伴う) 多様な職務役割をもつ個人と組織を生み出し, 個人と組織の前提
となる価値観や行動パターンを変更し, その個人と組織の機能が現実の環境変化に適応するよう
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4. 変革型リーダーシップと認知
成功する組織変革を導く要因には, 経営者の明確な支援とコミットメント, 実現可能なスケジュー
ル, 十分な資源, 従業員の参加, 高次元のコミュニケーション, 変革へのビジネスの必要性, 変
化を促進する報酬システムが含まれている｡ 逆に, 変革を妨げる要因として, 主要な経営者によ
る一貫性のない行動, 非現実的な期待, 意味のある従業員の参加の欠如, 変革への不明確な目的,
意思決定責任の所在の欠如などがあげられる (Field, 2007)｡ とくにこの根底にある考え方には,
経営者の認知 (managerial cognition) が, 成功する組織変革のデザインや計画化, 変革の解
釈と定義における組織変革の遂行に大きな役割を果たしていることである｡ 言い換えるならば,
トップ経営者が的確に環境条件 (組織の複雑性と社会・技術の不確実性) を認知し, 適切な変革
アプローチの選択を行うことが組織変革において重要となるのである｡
Romanelli and Tushman (1985) による漸進的変革においては, ｢どのように組織が活動し
ているか｣ に関する現在の認知傾向やスキーマ (Schemata) を維持・強化している｡ 他方, 不
連続的変革においては, 既存の認知傾向やスキーマが変化することになる｡ 適切な組織変革にお
いて組織世界 (organizational world) を解釈し, センス・メーキングする根底となる前提
(assumption) を経営者がどのように捉えるかが重要となる｡ 以前より確立しており, 秩序と
意味を与える確固とした解釈スキームがあると, 経営者の環境認識を妨げ, 代替的で新しい変革
手法を創出することを制約してしまう (Field, 2007)｡ こうした認知フレームは, 知識構造・信
条・因果マップ (casual map)・スキーマなどが含まれており, 企業の外部環境や内部要因を評
価する解釈プロセスを決定するのである｡ すなわち, 経営者の認知により, 脅威と機会のような
企業の外部環境と内部要因についての知覚と解釈が行われ, 必要とされる変革タイプの認識や変
化への組織能力のあり方も変わってくる (Field, 2007)｡ 経営者の認知前提や認知スキームによ
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図 5 変革する能力と緊急性の関係性






















Field (2007) は必要とされる組織変革のデザインや選択に影響を与える 2つの心理的バイア
スについて指摘している｡ 第 1に, プロスペクト理論 (prospect theory) からのアプローチが
あげられる｡ プロスペクト理論では, 業績が良い時には経営者はリスク回避的になり, 業績悪化
時には, リスク選好的になるとしている｡ つまり, 企業経営が不振あるいは, 危機的状況の方が,
企業経営が健全の時よりも積極的にリスクをとろうと動機付けられるのである｡ 第 2に対脅威萎
縮理論 (threat-rigidity theory) からのアプローチがあげられる｡ これは, 業績不振のような
脅威により経営者は意思決定においてストレスや不安にかられ, リスク回避的行動に出ようとす
るとしている｡ すなわち, こうした経営者の不安が意思決定者に幅広い関心・注意を狭め, 情報
処理や収集を制約することになるのである｡ プロスペクト理論においては, 好ましからざる状況
に対して積極的な解決策やイノベーションを打ち出していくのに対して, 対脅威萎縮理論におい
ては, 既存の戦略的な枠組みの中で, 目の前の不安を取り除くことに終始し, 短期的な対処行動





ことになる｡ Messick and Bazerman (1996) は組織において効果的な変革のタイプや組織変革
の必要性の認識に大きな影響を与えるバイアス 『認知の罠 (cognitive trap)』 について次のよう
に指摘している｡ 第 1に, 可能性のある結果を捉え損ねる (Failure to consider possible conse-
quence) ことである｡ 複雑な意思決定をする際に, 人々は, 意思決定の複雑性を逓減しようと,
可能性のある結果について無視することにより, 結果を単純化して予測する傾向にある｡ そして,
実行可能とされる意思決定のみを行うのである｡ 第 2に, 企業を取り巻くステークホルダーの要
求を制限してしまうこと (Limiting the range of stakeholders) があげられる｡ 意思決定の際
に, 考慮に入れるステークホルダーの範囲を狭めることにより, 決定を容易なものにする傾向が
ある｡ 第 3に, 将来への断絶 (Discounting the future) であり, 目の前にある課題事項や問題
に対処することに集中するあまりに, 将来への展望や計画を考慮できない状態に直面する｡ 第 4
に, リスク判断である｡ 人々は事実にもとづいて判断をする傾向にあり, 不確実性の高い事態に
対しては, 潜在的なリスクを把握し損なう傾向にある｡ 第 5に, 低業績を導くような事態や兆候
があっても, 現在の経営が好調であったり, リスクを覆うような魅力が存在している場合, 生じ
るリスクを無視する (Ignoring low-probability events) 傾向にある｡ これは, 事態を楽観的
に解釈したり, 環境や組織についての情報を処理する際に, 好都合な結果しか捉えないのである｡
第 6に, リスク・フレーミング (risk framing) があげられる｡ このフレーミングとは, 一つの
意思決定問題でも意思決定者の心的構成, すなわち, フレーミング (framing) が異なると, 意
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思決定が全く異なったものとなる現象を意味する (藤井・武村, 2001)｡ 例えば, 治療において,
同じ治癒率あるいは, 死亡率が示されたとしても, この治療は, 治癒率を重視して効果があるも
のとしてポジティブに捉えるのか (ポジティブ・フレーミング), 死亡率を考慮してこの治療を
否定的に捉え, 控えようとするのか (ネガティブ・フレーミング) によって, 意思決定の傾向な
らびに, 結果が大幅に変わってくる｡ 対脅威萎縮理論あるいは, プロスペクト理論にもとづく心
的構成効果によって, リスク回避あるいは, 選好型の意思決定や行動が導かれてくるのである｡
そして最後に, 原因の認識 (perception of causes) があげられる｡ 経営者は出来事や起こらな
かった事についての評価を非常に単純化してしまう｡ しかし, 非常に好ましい状況においてでさ




るのと同時に, 経営者が指令的変化, 計画的変化, 誘導的変化のうち, ｢変革する能力｣ あるい
は ｢緊急性｣ のどちらの方向で変革パターンを選択するのかについて判断を誤る危険性が生じて
くる｡ とりわけ, トップ・マネジメント層が内輪で親密な個人から構成される集団の場合, こう
したリーダーたる (CEOのような) トップ経営者の判断に対して, 疑問が呈されなくなる状態




れるのである｡ Janis (1989) は, 集団浅慮の症状として, 第 1に, 倫理的に誤った決定などし
たりしないという自集団への過剰評価, 第 2に, 集団外部のことを耳に傾けない閉鎖的な発想,
第 3に, 皆が一丸となって決めていくのだという画一性や同調への圧力の存在, の 3つのタイプ
を取り上げている (金井, 2004)｡ これら 3つの集団浅慮のメカニズムから, ｢代替案を十分に調
べあげないこと｣ ｢はじめのうちに捨て去った代替案を再評価しないこと｣ のような意思決定の
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ことで, 取締役会が経営者のリーダーシップを促進する機能を明らかにすることを目指している｡







理論 (Jensen, 2000), スチュワードシップ理論 (Donaldson, 1997) といったアプローチに整
理できる｡ エージェンシー理論では, 企業経営や経営者に対するコントロールを行うことにより,
(経営者の地位安定化や保身を意図した) 経営者の恣意的行動から発生する (ガバナンスにかか
る) エージェンシー・コストを最小化することを目的としている｡ この背景には, ｢経営者｣ を
｢リスク回避的な, 利己を追求する経済人｣ として企業を消極的に運営する存在として捉えてい















する｡ スチュワードシップ理論は, マクレガー (McGregor, D) が主張する ｢Y理論｣ にもと
づいて展開されており, 経営者は, 人間の内生的な高次元欲求により動機付けられる存在であり,
自ら経営のリスクに対して挑戦し, 組織目的を達成することで, 自己の効用を最大化させるので
ある｡ 従って, スチュワードシップ理論では, 個人の達成感や自発性を喚起する内生的なモチベー
ションが有効となる｡ このスチュワードシップ理論から捉えられるコーポレート・ガバナンスで
は, 経営者との ｢信頼｣ と ｢協働｣ に基づき, 経営者に対する高次元欲求の実現や経営戦略遂行
に対する助言・諮問を中心とするコラボレーション・アプローチが強調される｡ スチュワードシッ






締役会は, こうしたパラドキシカルな機能を, 環境条件にあわせ適宜, 変化させるよりもむしろ,
監視・監督機能あるいは, 助言・諮問機能のどちらかのみ一方に固執し, 経営者にガバナンスを
行う傾向になる｡ つまり, コントロール機能を強めるあまりに, トップ経営者による自発的な変
革プロセスの遂行, ならびに組織成員に対するビジョン創造を所与とした変革型リーダーシップ
の発揮を減退させてしまうことになる｡ また, スチュワードシップ理論によるコラボレーション
機能を不適切に強めると経営者との ｢なれあい｣ や ｢極端な団結｣ を生み, トップ・マネジメン





変革型リーダーシップを遂行する上で不適切であることが見て取れよう｡ Field (2005) は, 取
締役会が上記のパラドックの問題の解決を図り, トップ経営者の変革型リーダーシップを拡張す
るためには, 取締役会とトップ・マネジメント層が変革を行うビジョンならびにマインドを共有
することが不可欠であると指摘している｡ 最後に, Field (2005) を中心とした研究者の所説に
依拠しながら, 変革型リーダーシップを促進するための取締役会機能について検討していく｡
52 組織変革を促進する取締役会
Field (2005) によれば, 取締役会が行うガバナンスとは, 経営者の ｢変革する能力｣ を評価
することであるとしている｡ すなわち, 変革を起こす責任を負う ｢変革の担い手 (change
maker)｣ としてのトップ経営者による変革しようとする意思, ビジョンあるいは, 変革を推進
する組織能力・資源を評価する｡ つまり, 取締役会が, 環境動向との兼ね合いの中で経営者によ
る指令的変化, 計画的変化, 誘導的変化へと導く ｢変革する能力｣, ｢緊急性｣ の変革アプローチ
ならびにプロセスの進捗状況を監視するのである｡ ここで重要なのは, トップ経営者と協力をし
ながら, 組織変化の必要性や進捗を確認することである (Van den Berghe and Levrau, 2004)｡
また, 組織変革のプロセスにおいて, 犠牲となるステークホルダーが生じてくる｡ 既存のパラダ
イムや行動パターンを抜本的に変革するため, そのプロセス上では, 既存のステークホルダーの
利害が軽視される場合が生じてくる｡ その際に, 取締役会は, こうした軽視されたステークホル
ダーの利害を考慮し, 変革のプロセスにおいて重視するよう経営者に求めていくのである｡
組織変革を実行する上で重要になることは, やはり, トップ経営者が的確な環境認知を行うこ
『明大商学論叢』 第 90巻第 3号100 ( 312 )
とである｡ しかし, トップ経営者は自分自身の経験や価値観によって都合のよい現状のみを抽象





足させるように環境条件に適応するために変革を行っていくのである (Field, 2005)｡ しかし,
既得権益をもち現状に固執するトップ経営者は, 変化を脅威としてとらえ, 変革を前進させる動
きを妨害しようとする｡ また, この認知がプロスペクト理論あるいは, 対脅威萎縮理論のアプロー
チのどちらかに依拠して成されるかによって, 変革を生み出す条件も変化してくる｡ そこで, 取
締役会には, 不確実な状況について経営者とは異なった代替的な環境認知を行い, その状況に関
する代替案を経営者に伝達し, 経営者の環境認識や変革アプローチへの選択に異論を唱える役割
が期待されてくる｡ つまり, 環境の動きに対して経営者が的確に ｢脅威｣ と ｢機会｣ を把握でき
るような認知傾向をもち, なおかつ, 経営者の対脅威萎縮理論から導出される対処療法的なリス
ク回避的行動を起こさないよう, 取締役会が統制を行うのである｡ そのためには, 取締役会は,






ンを指摘すること｣ あるいは, ｢変革プロセスにおける集団浅慮や心理的バイアスの特定｣, ｢変
革する能力の評価｣ を行うのである｡ つまり, 取締役会は, トップ経営者に圧力をかけ短視眼的・
即時的な変革活動に陥らせるのではなく, 経営者が組織の複雑性や社会・技術の不確実性などの
条件に適応するべく, 変革する能力の向上ならびに, 変革プロセスの遂行を支援するのである｡
Field (2005) によれば, このような取締役会のガバナンス・アプローチは, コントロールとコ
ラボレーションの両側面を均衡させうるものであり, 変革型リーダーシップを遂行する上で効果
的であると指摘している｡
お わ り に
変革型リーダーシップの議論において, ｢変革を起こす｣ リーダーの役割ならびに, リーダー
シップが発揮されることが期待されている｡ リーダーの機能は, 的確な環境創造をもとにした,
変革を促すビジョンの提示ならびに, ｢変革する能力｣ を発揮することである｡ つまり, 不連続
変革に至る以前の漸進的成長段階において環境を的確に認知し, 新しい環境を創造できる組織変
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革をおこなうプロセスを構築するのが (変革型) リーダーの役割である｡ 取締役会には, こうし









ニシアチブをとる ｢変革する能力｣ を備えたリーダーシップが求められてくる｡ 取締役会はこれ
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